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マスグレープ著『財政理論』における

均衡成長政策への批判

前回新太郎

I はしがき

マスグレープ著『財政理論』第4節，第20章「財政動学と成長Jにおける

均衡成長政策(邦訳P.732)は，彼の名づける処の必要成長率Rrと支出成長

率 Reを，租税政策あるいは財政支出政策をもちいて合致させ，彼のいう均

衡成長を維持する政策である。その場合に，必要成長率 Rrと支出成長率Re

をあらわす各々の方程式によって，即ち種々の条件によって，ィ γフレ・ギ

ャップまたはデフレ・ギャップを埋めるための政策として，ある場合には租

税政策がすぐれており，他の場合には財政支出政策がすぐれていることを述

べている。このような着想は，彼自身のものか，あるいはHerbertGeyerの

ものか (705頁の註2)知らないが，卓抜な着想であることに筆者は異論をも

たなし、。 744頁註(2)に述べるごとく， Gurley， Brown等すべて〔筆者の『安

定成長を目標とする財政政策』もふくめて〕は『成長は必然的に均衡的な形

で進行すると仮定している』。 ここで問題にするのは，その方程式の構成で

ある。方程式が複雑な操作によってつくられている為に，肝心の均衡政策が

採用される場合の条件にいたって，その経済的意味が明らかでないのであ

る。故に，筆者はまずマスグレープの均衡成長政策を解明しつつ，その不合

理な点を指摘し，次いで彼の立場にたちながら経済的意味のあきらかな代案

を提示Lたいとおもろ。このような分析過程を通じて，若干の副産物を牛.ず

るので，それらをも付け加えようとおもう。
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E マスグレープの均衡成長政策

マスグレープは， (邦訳の 732頁において〕次のように彼の均衡成長政策

を説明している。 w[需要面から決定される所得ないし〕支出成長率 Reは

tの増加と gの削減によって引下げられる。……〔生産面から決定される〕

必要成長率は〔同様なJgの削減と tの増加によって〔逆に〕増大する。し

たがってを高めあるいはgを引下げること巳よって， (支出成長率は引

下げ，必要成長率は引上げ〕二つの成長率を合致するように変化させ，潜在

的なイ γフレ・ギャップ [Re>Rつを回避することができる。このようにし

て，適切な財政上の調整によって均衡成長を維持することができる。』即ち

イγフレ・ギャップ Re>Rrの場合はReの引下げか， Rrの引上げによって，

両成長率の合致をはかるわけで tの増加またはgの削減によって実現可能

である。

Re↓ by t ↑ or g ↓ Rr↑ち

デフレ・ギャップRr>砕の場合には， Rrの引下げか， Reの引上げによっ

て，両成長率の合致を求めるのでの削減またはgの増加によって実現さ

れる。

Rr↓日 司令by t ↓ or g Re t UJ .. -+ 6!  

そこで各々の場合に，租税政策を用いるべきか，財政支出政策を用いるべ

きかの基準を示すことになるが，基本的態度として ReとRrの合致を出来る

だけ高いレベルで『おこなおうとする。即ち 733頁において， w [イ γフレ・

ギャップを閉じるための〕調整は， Reを引下げることよりも主としてRl'を

引上げることによってなされる。この場合は……均衡はより高い水準におい

て到達されるであろう。』と述べ，デフレ対策としては逆にRrの引下げより

も， Reの引上げを求めている。即ちインフレ対策としては， Re>Rrだから

おに敏感に作用する政策をとり，デフレ対策と Lては， Rr>ReだからR"に

敏感に作用する政策を採用することを主張する。そこで必要成長率 E の税
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率 tおよび総政府支出の所得に対する比率gに対する感応度を， Rrのtおよ

びgによる偏微分によって求めるならば，

t>Rr 
ヲ了=+s(lーα)>0 (邦訳の (20-48)式〕

3FL=-s(1-T)くoif r<l (20-49) 
"l;;盟oif r=l 

‘ 

(注) sは資本存在量の増加額に対する生産能力所得の増加額の比率である。

従って，平均貯蓄性向αが政府の投資的支出割合Tより小なるときは t

による偏微分48式のほうがgによる偏微分49式より絶対値において大とな

り， tのほうがgよりも敏感に砕に作用することを示し，逆にαがTより大

きいときは gの増減のほうがtの増減よりも敏感に Rrに作用することを示

す。

次いで支出成長率 Reの税率 tおよび総政府支出の所得に対する比率 gに

対する感応度を， Reのtおよび gによる偏微分によって求めるならば.

2里二=__  b(g-l) く0
t>t [α(l-t) +t-gJ2 

2笠=--(b1-t~>O
t>g [α(l-t) +t-gJ2 

(20-61) 

(20-62) 

即ち，税率 tが総政府支出の所得に対する比率 gより大であれば tによ

る偏微分61式の方が gによる偏微分62式より絶対値が大となり， tの靖減

のほうが gの増減よりも敏感にReに作用することを示し，逆に tがgより

小であれば tの増減よりも gの増減のほうが敏感に Reに作用することを

示す。

インフレ・ギャップ Re>Rrに対する政策でも，デフレ・ギャップRr>Re

に対する政策でも低い方の成長率に敏感に作用し，高い方の成長率には鈍感

に作用する政策を採用すればよいので，対ィ γフレ策としては， (1) rくαで，

t<gのとき税率tの引上げを，(2)rくαで.t>gのときは政府支出率gの引下
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げをおこなってRrをReに向って上昇させa均衡成長をいっそう高い水準に

おいて回復させるようにし，対デフレ策としては， (3) r>αで， tくgのとき

政府支出率gの引上げを， (4)r<αで， t>gのとき税率 tの引下げをおこな

ってReをRrに向って上昇させ，均衡成長をいっそう高い水準で回復させよ

うとする。

Rr 

対インフレ策 (1) I r>α 

1 Rr -1く(互い2)I~ く α

対デフレ策(め ir〉 αi

iEi〉回ω)hd

Re 政策

itく glのときt↑ 
i t〉 gjのとき g ↓ 

t < g Iのとき g1'

t > g Iのとき tL. 

(注〉実線でかこんだ条件の方が，破線でかこんだ条件より政策またはz政

策に対して敏感である。

ところで経済的意味はどうであろうか。対イ γフν策としては，必要成長

率 Rrに対して， (1)財政支出のうちの投資的比率 Tが国民所得のうちの貯蓄

率 αより大なるとき，程税引上げの方が政府支出引下げより有効であるとい

う場合，Rr=s[t+α(l-t) -g(l-r)Jによれば税率 tがαにのみ関係するか

ら，貯蓄率αを減少させる方が有効であるという印象を与えて，およそ対イ

γフレ策としては不可解である。尤も 725頁には1ftの増加は， α の増加と

同様に Rrを高める。よりすくない資源が消費に向けられ，より多くの資源

が民間投資にあてられる』とL、う序述があるが， Rrの式や偏徴分式からはそ

のような意味がくみとれなL、。支出成長率=Relbーα)(l-t) +gー!(bは投
α(l-t) +t-g 

資画数を In= b (Y~-l-Tn-1) とした場合のめについて t<g(赤字予算

か?)のとき税率引上げ策の方が鈍感，すなわち政府支出引下げ策の方が敏

感であるというのは，一体なぜであろうか。 (2)の場合以下について同じよう

な疑問をくり返すことは避けるが，要するに此のように経済的意味が不明確

なのは，.Rrと砕を示す方程式に問題があるのである。放にまず Rrの構成

から検討することにしよう。



マスグレーブ著『財政理論』における均衡成長政策への批判前回 5 

E 必要成長率について

マスグレープは Rrを次のようにしてみもびく。まず，生産能力所得の増

加額 Y~-Y~-1 =4 Y~ は次式により決定される。

4Y~ 盟 s(In-l +rGn-l) = s( 1+工兵三!.)ln-l (20-40) この式で、，sは資本存
、 ~n-l / 

在量の増加額に対する生産能力所得の増加額の比率であり ，rは政府支出の

うち生産能力を増加させる投資的支出の比率である。次に需要面は，

Y~ =Cn+ln+Gn (20-41) 

Cn= (l-a) (l-t)Y: (20-42) 

Gn =gY~ (20-43) 

従って， Y~ 置 J ーtLt-g L (2叩
4Y: = _ 11 .} I + _ 41n (20-44) α(l-t) +t-g 

『均整のとれた必要成長の状態のもとでは，支出面から決定される所得変

化は，生産能力面から決定される所得変化に等しくならねばならぬ。』とし

て

4Y~=4Y~ 盟4Y~ (20-45) 

この式の4Yrは必要とされる所得増加額である。 (20-44)と (20-45)を等

しいとおいて，

41nマー=s(α(l-t)+t-g) (2仏46)
ln-l +rgY~-1 

次に『前式はつぎのように書き改めをことができる。』として，

(. I rg 1τ 
s 11+ 11 Rr= 4I~ 旨 4Y~=~α(1ー t) +t_cr)+ 

I~_1 Y~-1 1 T 

α(l-t) +t-g ・ ~n-l

=s (t+αc1ーt).-g (l-r)) (20-47) 

処で (2ル47)式の分子には (20-40)が，分母には (20-A)が代入してあ

る。『この式における陀は必要成長率，すなわち資源の完全利用と物価水準

の安定とのために必要とされる成長率である。』とマスグレープは述べてい

るが， 731頁で述べる『需要函から決定される所得ないし支出の成長率』で
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ある処の時との対応関係からも，分母に (20-A)の Y~ をなぜ代入したの

であろうか。むしろ『ドーマーの方程式に匹敵する式』で一貫したほうが，

供給面または生産能力面から見た必要成長率として適当で‘はないであろう

か。むしろその方が tや gでの偏微分による感応の経済的意味をあきらか

にし得るとおもう。

即ち筆者は， (20-47)式の代りに

Rr=s [l-c(l-t) -g(l-r)J (M-1) 

を提唱する。 cは平均消費性向である。 tおよび gの変動に対する感応度を

偏微分でみれば，

ClRr 
一一:...-=+sc>o 
Clt 

ClRr くoif rく1
τー =-s(l-r) 
clg .. =0 if r=l 

~l ...，r 

す =+sg>0 

(M-2) 

(M-3) 

(M-4) 

第E節で説明した対イ γフレ策として，Rrに対し t政策の敏感に作用する

場合の条件は(l-r)く cとなり， g政策の敏感に作用する場合の条件は (l-r)

>cとなる。その経済的意味は， tとgの作用力を向ーとする限り，作用をう

ける民間消費支出と政府の消費支出のいずれが大きいかということによっ

て，当然のことながら，効果が異るからである。

また対デフレ政策としては逆に， Rrに鈍感な条件の場合がReについて敏

感な条件の場合とくみあわされるので，つぎに砕について述べよう。

W 支出成長率について

マスグレーブは726頁に， r支出の成長率は，消費および投資を決定する
行動関係に依存する。必要成長率の決定にあたっては，消費画数は導入され

たが，投資の増加は所与と考えられた。われわれはつぎに投資画数を導入せ

ねばならぬ。』と述べ，まず『投資を過去の所得水準の画数とした場合』と

して 731頁につぎの如きそデルを設定する。

" 
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Y: =Cn+I，，+Gn (20-54) 

Cn罰 (1-α)(Y: -T n) (20-55) 

T n = t Y~ (20-56) 

Gn=gY: (20-57) 

In=b(Y:_t.ー Tn_1)=b(1-t)Y~_1 (20ー58)

故にn期の支出は

Y~=(1-α) (l-t) Y~ + b (l-t) Y~-l +gY: (20-5θ) 

需要面から決定される所得ないし支出の成長率は

Re=~主主:土=Y:/Y~_1-1盟 (b ーα)(1 ー t) +g-! (20-60) 
zn-1-α(1-t)  +t-g 

次に t政策および g政策の Reに対する反応を偏微分でみるならば，

9ReEb  Ü~-1)..___ ........0 
C>t (α(1-t) +t-gJ2¥V 

(20-61) 

E史=_._._b(1 ーt~>O
C>g (α(1-t) +t-gJ2 

(20-62) 

したがって， Reはtの増加と gの削減によって引下げられ，逆も真である。

また，それに加えて， Reはt>gであれば， tの小変化に対していっそう敏感

に反応し， tくgであればgの小変化に対していっそう敏感に反応するという

ことtこなる。

さらに， 742頁における n投資画数として〕加速度因子画数をもっ体系』
においては，

In=ß(Y~- Y~ ー1) (20-85) 

なる投資画数が，さきの (20-41)から (20-43)に至る方程式と統合されて

成長率は，

となり，

g-α(1-t)(20-87) 
α(1-t) +t-g-s 

c>Re s(1 "...α) 
ヲτ=τ戸一α(1-t)ーt+gJ2 >0 (20-88) 

c>Reβ  
~_ = rQ_~ll t'+¥ __+i-_i2くo (20-89) c>g (戸ーα(1-t)ーt+gJ

となって， Reはtの増加と gの削減によって引上げられ，これはまた，前記
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の『投資を過去の所得水準の画数とした場合』と全く反対である。これは一

体，どうしたことであろう。マスグレ{プは 744頁で『この非現実的な結果

をさけるためには，加速度因子型の投資画数では二階の体系が使用されるべ

きである。』と述べているが，二階の体系を用いることは，偏微分によって

合理的な解答をうるというのでなく，上記の不合理な解答も含めて解答のす

べてを避けようとする態度にすぎなL、。

ところで732頁では『支出成長率の決定に投資画数を導入することは，必

要成長率の規定には介入しなし、。 Introductionof an investment fu"nction 

into the determination of expenditure growth does not enter into the 

definition of the required rate.jともL、っており，投資画数の導入が必しも

必要でないことを認めている。故に筆者は，投資の有効需要創造面にのみ注目

し，投資を決定する行動関係までさかのぼるべきでないとおもう。マスグレ

ープの (20-58)式は，投資が前年度の可処分所得によってきまることを示す

ものであるが，これはそもそも行動方程式でさえないとおもう。まして，一

般的蓄積率として， w投資できる資源の供給量は指標にはならなL、。という

のは，蓄積はそれが必要とする貯蓄をつくり出すからである(J・ロピ γソ

ン著『経済成長論j20頁)ojよって，次のように有効需要面のみを示す方程

式にしたらどうであろうか。

Y=C(l-t) +I(l-t) +G (M-5) 

sY 
.e=....::;;γ=c'(lーt)+i'(l-t)g' (M6) 

基本的ア γチノミーによって， c'， i'， g'はおのおの増加率である。また，

e>Re 
-一一=ー (c'+i') く0e>t 

e>Re 
τ「ー=1>0
clg 

(M-7) 

(M-8) 

従って， tの増加と gの減少によって Reは増加し，逆も真であり， t政策と

g政策の Reへの作用力の差は(c'+i')>1の場合に t>gであり， (c'+i')く1

の場合に tくgである。この経済的意味は簡単明瞭である。消費増加率と投資

増加率の合計が，予算増加率より大なる場合は，増税政策が有効であり，逆
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の場合は，財政支出削減政策の方が有効である。

対イシフレ・ギャップ策および対デフレ・ギャップ策としての綜合は次の

ごとくなる。

Rr く Re 政策
，--ー--------";'

対イ γ フレ策 (1) (1-r)くC ! (c' +i')<1 !のとき t↑
I Rr Iく[五円 (2) (1-r) >c : (c'+i')>1:のとき g↓

Rr 〉 Re 

ヰ土プレ置山川 iMく:1のとき g・
i竺:片Elωjjl-T)竺.i I (c'+i')> 1 のとき q

V む す び

上に述べてきた批判は，均衡予算に関してマスグレープの述べるところに

も適用できる。 726頁の序述は，均衡予算の課税にともなう負の貯蓄・投資

資金が政府投資支出に比較して大か小かにより，供給能力としての必要成長

率が高くなるか，低くなるかをいうのであり， w伝統的な均衡予算〔中立〕定

理の重大な修正に直面する。』ことに異論はなし、。しかし，もともと均衡予

算の乗数効果は需要面の効果であるのに，支出成長率に関しては (20-60)式

カミら g=tとして，

e =_(?『α)(1-t) +gー!.=Jbーα)(1-tL=~二旦 (20-63) 
α(l-t) +t-gα(l-t) 

したがって， Ir支出成長率は均衡予算の水準から独立的となる。』という734

頁の結論となり， 736頁の註(5)で『これはいささかとまどいさせるような帰

結である。』と彼自身もみとめざるるをえなL、。(20-63)式をみちびく過程で，

c1ーのにより約分することへの疑問は拙論「安定成長を目標とする財政政

策』で述べたからくりかえさなし、。要するに，このような約分が意味をもつ

のは，きわめて遇然的であって，各種の税の作用によって均衡予算の効果は

一様でなL、。この点を暫くおくとするも， (20-63)式が，需要効果をあらわ

すのに不適当であることは疑問の余地もなし、。 737頁の『予算の増加が拡張
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的であるのは民間支出性向が合計して 1より小さい場合であり云々』といか

ような，誤植かとおもわせる迷論を生ずることにもなる。

以上のごとく，着想の卓抜さが生かされなかったのは彼のために惜しまれ

るが，その均衡成長政策のユニークな価値(但し短期政策としての〉は賞讃

に値するものであるとおもう。

(1964年4月30日〉


